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初
め
て
の
私
は
今
ひ
と
つ

勝
手
が
判
ら
ず
、
他
の
職
員

さ
ん
方
と
は
そ
れ
ほ
ど
お

話
も
し
ま
せ
ん
で
し
た
が
、

運
動
会
の
実
行
委
員
会
な

ど
で
見
知
っ
た
顔
も
多
く
、

そ
の
う
ち
の
幾
人
か
と
は

少
し
で
す
が
お
話
も
さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
十
一

月
に
ア
ミ
テ
ィ
舞
州
で
行

わ
れ
る
運
動
会
に
向
け
て

実
行
委
員
会
に
参
加
す
る

作
業
所
職
員
さ
ん
達
と
連

携
を
強
め
た
い
と
思
い
、
そ

の
た
め
に
も
作
業
所
間
で

の
交
流
を
も
っ
と
深
め
た

い
と
感
じ
ま
し
た
。
 

三
時
前
に
交
流
会
は
終

了
と
な
り
ま
し
た
が
、
研
修

会
、
交
流
会
共
に
と
て
も
有

意
義
な
時
間
を
過
ご
せ
た

よ
う
に
思
わ
れ
ま
す
。
 

 

平成２０年１０月１日から・・・ 

障害のある方を対象とした NHK放送受信料の免除基準が変わります・ 

【全額免除】 

「身体障害者」「知的障害者」「精神障害者」が世帯構成員であり、世帯全員が市町村民税（住民税）非課

税の場合に、全額免除となります。 

＊ 従来の「身体障害者」「重度の知的障害者」から対象が拡大されます。 

＊ 生活状態の条件が「市町村民税非課税」に統一されます。 

【半額免除】 

＊ 視覚・聴覚障害者が世帯主の場合に、半額免除となります。 

視覚・聴覚障害者の免除基準の変更はありません。 

＊ 重度の障害者（身体障害者・知的障害者・精神障害者）が世帯主の場合に､半額免除となります。従来

の「重度のし体不自由者」から対象が拡大されます。 

 

□ ＮＨＫ放送受信料免除基準の新旧比較 

全額免除全額免除全額免除全額免除    

【障害者の方を世帯構成員に有する場合】 

半額免除半額免除半額免除半額免除    

【障害者の方が世帯主の場合】 
 

 
平成 20年 9月 30日まで 平成 20年 10月 1日から 平成 20年 9月 30日まで 平成 20年 10月 1日から 

身
体
障
害
者
 

生活保護法による最低生

活費の額に身体障害者特

別加算額を加算した額の

費用によって営まれる生

活状態以下の世帯 

世帯構成員全員が 

市町村民税非課税 

・視覚・聴覚障害者 

・重度のし体不自由者 

・ 視覚・聴覚障害者 

（変更なし） 

・ 重度の身体障害者 

（内部障害等を追加） 

知
的
障
害
者
 

重度の知的障害者を構成

員に有する世帯で、世帯

構成員全員が市町村民税

非課税 

世帯構成員全員が 

市町村民税非課税 

（重度以外も対象） 

適用外 重度の知的障害者 

精
神
障
害
者
 

適用外 
世帯構成員全員が 

市町村民税非課税 
適用外 重度の精神障害者 

問合せ先：ＮＨＫ視聴者コールセンター 電話０１２０－１５１５１５ 

または、地区担当のＮＨＫ営業センターへ 

 


